
■総合的な劣化度評価と優先箇所の抽出

劣化度調査表を用いて各部位毎の劣化度を整理することで更新指数を
算定する。その指数を部屋毎に集計することで、改修優先度を決める。

■目標使用年数の設定と根拠

（1）目標使用年数設定の意義
○目標使用年数とは、建物を更新することなく使用し続けたい期間の
目標を指す。適切な予防保全と長寿命化のための修繕・改修を施す
ことにより、この目標使用年数まで施設を維持することを目指す。

（2）基本方針に基づく目標使用年数の考え方
○基本方針では、建築年度とコンクリート圧縮強度に応じて、目標使
用年数を設定している。

○塩分含有量試験
・ コンクリート表面側においても0.017％と非常に低い数値となっ

ており、躯体内部鉄筋の腐食促進の大きな要因にはなりにくい。
○コンクリート圧縮強度試験
・ 1階壁及び2階梁で32.0〜34.8N/mm²と耐久設計基準強度

（24N/mm²以上）を十分に上回っており、下階の構造健全性は
良好。R階梁では26.6〜29.3N/mm²と下階より低い値が見ら
れるものの、概ね基準強度を満たす水準であり、建物全体として
必要な強度が確保されている。

（3）構造躯体以外の劣化状況調査
○内部仕上/空調設備/給排水設備/電気設備について

設備・仕上げについて目視調査を行った結果、床仕上げの一部
剥離・ひび割れ、外装の塗装・シーリング劣化が確認され、修繕が
必要である。

■職員アンケート調査

■施設の劣化状況調査と分析

■計画策定の背景と目的

■対象施設の概要

■那覇市保健所が目指すべき姿

那覇市保健所 長寿命化計画〈概要版〉

第1章 計画の概要

本計画は、那覇市ファシリティマネジメント推進方針、ファシリティマネ
ジメント行動計画及び那覇市個別施設計画策定基本方針を上位計画と
し、国のインフラ長寿命化基本計画（平成25年11月インフラ老朽化対策
の推進に関する関連省庁連絡会議策定）における「個別施設毎の長寿命
化計画（個別施設計画）」として、那覇市保健所について長寿命化の観点
から、中長期的な財政負担の低減及び平準化を図り、今後の施設の維
持管理・更新等を着実に推進するために策定するもの。

施設名称 ： 那覇市保健所
構造・規模 ： 鉄筋コンクリート造 地下1階 地上3階
延床面積 ： 約4,590㎡
竣工 ： 平成8（1996）年 11月

第5次那覇市総合計画では、「衛生的で快適に暮らし、健康危機にも強
いまちづくり」を掲げている。新型コロナウイルス感染症への対応を契機
に、社会全体のデジタル化やSDGs・カーボンニュートラルへの対応、
ウェルビーイングといった考え方が広がり、市民の意識や社会状況は大
きく変化している。こうした背景を踏まえ、地域保健法に基づき設置され
る保健所には、次の役割が求められている。

○健康寿命延伸、母子保健、精神保健、感染症対応等の対人保健
サービスの充実

○食品衛生、生活衛生、医事薬事衛生等の対物保健サービスの強化
○地域の健康危機管理の中核拠点としての機能発揮
○ ICT・デジタル技術を活用した業務の効率化
○業務継続計画（BCP）に基づく業務継続体制の強化
○国・県・医療機関・関係団体との連携体制強化

第2章 施設の実態把握

（1）維持管理・光熱水費・修繕履歴からの分析
○維持管理費に関する分析

・ 警備業務・施設清掃が大部分（約75％以上）を占めている。
○光熱水費に関する分析

・ 令和5～6年度は減少傾向にあり、真和志支所移転後も増加が
限定的なことから、LED化の効果が現れていると考えられる。

○修繕履歴
・ トイレ廻りの修繕が急増 ・照明器具の不良修繕増
・ 空調/給排水衛生設備の修繕がR6年以降急増

（2）構造躯体の劣化状況調査
○中性化深さ測定

中性化速度係数 ： 1.07mm/√年
平均かぶり厚さ ： 約64ｍｍ

築100年時点における予測中性
化深さは、かぶり厚さを十分に下
回る予測値であり、中性化の進行
のみを要因とした場合、鉄筋腐食
に至るリスクは極めて低いと評価
される。

○トイレ不足、衛生状態に関する内容が最も多く指摘されている。
○駐車場の狭さ、地下駐車場の未使用エリアの改善要望も多い。
○施設の老朽化、設備不足、業務効率化への要望が目立つ。

（3）那覇市保健所の目標使用年数の設定
ア. 施設概要

RC造/築約30年（令和8年時点）
イ. 劣化状況調査結果

平均中性化深さ 5.87mm
平均かぶり厚さ 約64mm
圧縮強度 26.6～34.8N/mm²

ウ. 結論
目標使用年数： 80年（到達年度 令和58年度）

・ 設定根拠
本施設は竣工年が1996年であり、基本方針上は「1997年以前

に建設された建物」に該当。一方、コンクリート圧縮強度試験の結
果、「1998年以降に建設された建物のコンクリート圧縮強度
27N/mm²程度」の区分と同等以上の性能を有していることが確
認され、また中性化深さ測定により中性化の進行が緩やかである
ことを踏まえ、基本方針における「1998年以降に建設された建物」
の考え方を準用して目標使用年数を設定することが妥当と判断。

■整備の基本的な方針

第3章 整備の基本方針

（1）施設の維持の原則との対応
1 安全性・安定性の確保 （構造躯体の長寿命化等）
2 長寿命化の優先 （築80年使用を目標とした計画)
3 過剰費用の回避 (予算平準化、経済性検討)
4 継続的管理の確保 (劣化度調査表の継続的更新、BIM活用)
5 ユニバーサルデザイン化の配慮 (トイレ改修等)

（2）整備の基本的な考え方
ア． 安全性を最優先とした、利用者が安心して利用できる施設
イ． 快適性と利便性を重視した、すべての人に親しまれる施設
ウ． 健康危機・災害に迅速に対応できる施設
エ． ライフサイクルコストを考慮した経済的で持続可能な施設

（3）整備内容に伴う法令手続き及び法適合確認の必要性
医療法、建築基準法、消防法等の関係法令への適合確認及び許認

可手続き等については、計画段階から所管行政庁及び関係部署と協
議のうえ進め、段階的な整備に反映する。

1

■整備水準の設定

（1）構造躯体の部分
現時点では中性化の主鉄筋到達の懸念はないと判断できるが、表

面保護の維持、ひび割れ管理、継続的なモニタリングの実施が必要
不可欠である。

（2）構造躯体以外の部分
地震時の非構造部材、面積の大きい特定天井は、耐震改修を実施

し、天井材の落下による被害を防止する。BCPの観点から、非常時の
通信手段の多重化や、ライフラインの確保を検討する。

（3）環境負荷対策・脱炭素化の推進
①省エネルギー化の推進
②再生可能エネルギーの導入検討

（4）諸室別の整備水準
執務室・大会議室・検査室・相談室・トイレ・空調設備・給排水設備・

電気設備・外構・駐車場関連など、各諸室・各設備についてそれぞれ
最適な整備水準を設定する。

階層 場所 更新指数 要点

地下1階 駐車場 700
消防設備が老朽化しており、法令対応及び機能回復のため更新の必要
性が高い。

エントランスホール 1000
来庁者利用が多く、仕上げの劣化が進行しているため、施設の印象・安
全性確保の観点から優先度が高い。

食品理化学検査室 480
専門機器を使用する室であり、空調・環境性能の維持が求められるた
め、計画的な更新が必要。

レントゲン受付 / 相談室 200
窓口業務に直結する空間であり、内装・設備の経年劣化に対する対応
が必要。

守衛室 180
施設管理の拠点であり、設備の老朽化により更新の必要性が生じてい
る。

研修生控室 450
利用頻度は中程度だが、内装劣化が進行しており計画的な改修が必
要。

精神保健事務室 410 業務継続性の観点から、設備の老朽化に対する対応が求められる。

東側廊下/ロビー 290 通行頻度が高く、床・壁仕上げの摩耗が目立つため修繕が必要。

保管庫 220 重要書類保管のため、環境維持の観点から内装・設備の更新が必要。

大会議室 1470
天井耐震化未実施であり、安全性確保と機能維持の観点から大規模
改修が必要。

廊下１ 1150 動線部として利用頻度が高く、仕上げの劣化が著しい。

廊下２ 800 経年による仕上げ劣化が進行しており、計画的な修繕が必要。

健康増進室 570
天井耐震化未実施であり、安全性確保と機能維持の観点から大規模
改修が必要。

調理実習室 410 設備機器の経年劣化が見られ、更新時期の検討が必要。

1階

2階

550
職員の常時利用空間であり、内装・空調設備の経年劣化が業務環境に
影響している。

3階

主要執務室
（生活・地域・健康）



（1）段階的施工の基本方針
長寿命化の実施において「予算の平準化」、「通常業務の継続」、「健

康危機や災害時の迅速な対応」を可能にすることが重要である。施設
運営を停止することなく段階的に長寿命化を図ることで、施設側の負
担を軽減し、利用者へのサービスを安定して提供することが可能とな
る。

（2）継続的に実施する事項
・ 自主点検、法定点検
・ 設備予防保全（エレベーター、消防、空調、給排水等）

(3)業務継続性確保の仕組み
ア. 移転計画

3階会議室（大会議室、健康増進室等）の改修後は、これらの会議室
を第7フェーズ（2階主要執務室）の移転先として活用し、さらに第8
フェーズ（1階執務室等）へと順次移転する玉突き方式により、工事中の
執務スペースを確保する。

イ. トイレの確保
トイレ改修は、東側・ロビー、西側を分けて段階的に実施し、工事期間

中もいずれかのトイレを利用できる状態を確保しながら進める。
ウ. 健康危機・災害対応

健康危機・災害時の対策本部に必要な機能を確保するため、大会議
室及び健康増進室の天井耐震化を実施する。また、工事期間中もいず
れかの室を利用できる状態を確保しながら進める。

■継続的な運用体制
（1）劣化状況調査の実施計画

【第1回劣化状況調査】
実施時期： 築29年（令和7年度）
実施内容： 構造躯体のコンクリート強度・中性化深さ・塩分含有量

の試験及び、構造躯体以外の目視による劣化状況・仕様
水準の確認と記録。

【第2回劣化状況調査】
実施時期： 築約60年（令和38年度）程度
実施内容： 第1回と同様

（2）継続的な維持管理体制
劣化度調査表に建物の各部位の劣化具合を記録し、定期的に見

直すことで劣化箇所を継続的に確認する。予防保全実施後も劣化
指数を更新し続けることで、施設全体の継続的管理の効率化が期
待される。

■改修優先度と具体的な整備内容
■段階的施工計画と業務の継続性

■長寿命化と通常更新のトータルコストの比較

那覇市保健所 長寿命化計画〈概要版〉

第4章 長寿命化のための修繕・改修計画

（1）比較の前提条件
予防保全や長寿命化のための修繕・改修を行わずに築40年程度で

建替える通常更新を行う場合と、予防保全及び長寿命化のための修
繕・改修を実施して目標使用年数80年まで使用する場合について、
トータルコストを比較する。

第5章 長寿命化計画の継続的運用

【コスト比較表（LCCコスト試算）】

（3）結論
今後、目標使用年数80年までに要する総事業費を算定し、年平均

コストで比較した結果、通常更新（築40年程度で建替え）の年平均は
約55百万円。一方、予防保全を継続し、必要に応じて修繕・改修を実
施する場合は、築60年で大規模改修を行うケースでも年平均約37
百万円、不要の場合は年平均約33百万円となる。
以上より、計画的な予防保全・修繕により事業費縮減と更新需要の

平準化が見込まれ、躯体を継承して80年使用を目標とする方針が妥
当である。

（2）比較結果

（1）改修優先度の考え方
修繕・改修の優先順位は、劣化度調査表により更新指数を算定し、

これを基本指標として整理する。更新指数は、「劣化度」「運営上の影
響度」「危険度」の3項目を点数化して加点した合計に、「更新履歴」を
補正係数として乗じて算定する。
なお、更新指数による判定を基本としつつ、法令への適合状況及び

機能性向上の必要性も考慮し、最終的な優先順位を総合的に決定す
る。

【劣化度調査表】
業務名 那覇市保健所長寿命化計画策定業務 目視 分類

調査施設名 ・根路銘 実測

調査日 ・一級建築士　大臣登録第312770号 その他

1 1 小 A C 30.0 調査 B

2 1 小 A C 30.0 調査 B

3 1 小 A C 30.0 調査 B

4 3 大 A C 70.0 調査 A

1 1 小 A C 30.0 調査 B

2 2 小 A C 40.0 調査 B

3 1 小 A C 30.0 調査 B

1～7 1 小 A C 30.0 調査 B

8 2 小 A C 40.0 調査 B

9 2 小 A C 40.0 調査 B

10 2 小 A C 40.0 調査 B

平面図 1 3 中 A C 60.0 調査 A

2 3 中 A C 60.0 調査 A

3 1 小 A C 30.0 調査 B

4 1 小 A C 30.0 調査 B

5 3 小 A C 50.0 調査 B

天井伏図

A ただちに更新が必要 ※業務上支障がある箇所については更新が望ましい

B 更新が望まれる ※法不適格箇所については改善（更新）が必要

C 更新時期に余裕がある

1 劣化は認められる 10 大 30 A 人身に危険がない 10 Ａ 5年以内 0.5

2 劣化が進行している 20 中 20 B 人身に危険を及ぼす可能性がある箇所があり、修繕を要するもの 20 Ｂ 10年以内 0.75

3 劣化が著しい 30 小 10 C ただちに人身に危険を及ぼす箇所があり、早急な修繕を要するもの 30 Ｃ なし 1.00

施設運営上

の重要度

（影響度）

劣化度調査表 調査方法

部屋名

那覇市保健所
調査員 建築 3階 大会議室 1470.0

令和7年12月　9日

図面等 部位 番号 劣化事象 劣化度

床

ビニル床シート　破れ

ビニル床シート　破れ

ビニル床シート　破れ

床コンセント不良

危険度 更新履歴 更新指数 種別 更新判定

巾

木

木製巾木　傷

木製巾木　傷/破損

木製巾木　傷/破損

壁

木製腰壁羽目板　隙間

吸音板ジョイント部割れ

吸音板ジョイント部割れ

吸音板ジョイント部割れ

建

具

AD　開閉不良

AD　開閉不良

SD枠　塗装剥がれ

SD枠　塗装剥がれ

SD枠　錆

延

長

も

の

箇

所

も

の

備

考

更

新

判

定

更新指数６０以上

更新指数３０以上～６０未満

更新指数３０未満

劣

化

度

施

設

運

営

上

の

重

要

度

（

及

ぼ

す

影

響

度

）

危

険

度

更

新

履

歴

640.0

（2）建物･施設の優先度

（3）設備の優先度

（4）優先度に基づくフェーズ分け
（2）「建物・施設の優先度」および（3）「設備の優先度」を踏まえ、第1

～第8フェーズを設定する。これにより、安全性・緊急性の高い箇所か
ら順次改修を実施し、コストの平準化を図る。なお、予算規模や工事
条件等により、フェーズを統合するなど、実施時期を設定する。

■BIMを活用した維持管理計画

劣化度調査表に加えて、BIMモ
デルと併用した維持管理体制の構
築を目指す。今後の人手不足や維
持管理の効率化、省人化を見据え、
建物をデジタルデータとして蓄積
することで施設の一元管理の実現
を目指す。

【BIMによるデジタルデータ管理】

■点検の体制
本計画策定時の外観目視調査を踏まえ、施設所管課が日常的に自主

点検できるよう「点検一覧表」を作成する。点検結果は劣化度調査表へ
反映し、更新指数に基づき優先度を整理する。

■予防保全の事業費概算とスケジュール
（1）予防保全の推進

・ 周期到達前の点検強化
・ 不具合の早期発見・点検強化
・ 計画的な予防保全の実施

（2）建物本体の予防保全
基本方針で定める対象区分について、予防保全の内容及び周期目

安を踏まえ、計画的に実施できるよう整理する。
（3）設備の予防保全・更新計画

基本方針で定める対象設備について、予防保全等の内容、周期目
安及び実施要件を踏まえ、計画的に実施できるよう整理する。

（4）予防保全の費用の総括
約8.9億円

（5）予防保全実施上の留意事項
ア. 計画的な予算確保
イ. 点検の徹底
ウ. 記録の保管
エ. 技術革新への対応
オ. 第1～8フェーズとの調整

2

屋上防水 12 ● ● ● ●

外壁塗装 18 ● ●

外壁シーリング 10 ● ● ● ●

● ●

建替 大規模 解体

総 計 年あたり

2,702 177 2,879 55

5 1,288 6 33 50 6 33 5 177 83 6 33 177 1,902 37

5 1,288 6 33 50 6 33 5 6 83 6 33 177 1,731 33

（単位：百万円）

R48
（築70）

R56
（築78）

R58
（築80）

築29～80年目
期間中のコスト

     通 常 更 新
  ( 予 防 保 全 な し) 沖縄県

 中央保健所
 ※H8年～
H25年3月

   予 防 保 全　1
(60年目大規模改修あり)

   予 防 保 全　2
(60年目大規模改修なし)

R26
（築48）区     分

築 1～
17年目

R07
（築29）

R08
（築30）

R18
（築40）

R20
（築42）

R28
（築50）

R32
（築54）

R37
（築59）

R38
（築60）

R44
（築66）

予
防
保
全

沖縄県
 中央保健所
 ※H8年～
H25年3月劣化状況の調査

大規模な修繕など 長寿命化

R44
（築66）

R48
（築70）

R56
（築78）

R58
（築80）部    位

R20
（築42）

R26
（築48）

R28
（築50）

R32
（築54）

R37
（築59）

R38
（築60）

区    分 周期
（年）

築 1～
17年目

R07
（築29）

R08
（築30）

R18
（築40）


